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公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置法の一部 

を改正する法律の公布について（通知） 

 

 

このたび，別添のとおり，「公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別

措置法の一部を改正する法律」（令和元年法律第 72 号）が令和元年 12 月４日に成立し，

同月 11 日に公布されました。 

この法律の趣旨，内容及び施行期日等は，下記のとおりですので，十分御了知の上，

適切に御対応くださいますようお願いします。なお，この法律に関しては，衆議院文部

科学委員会及び参議院文教科学委員会において，附帯決議が付されております。 

もとより，学校における働き方改革の目的は，教師の厳しい勤務実態を踏まえ，教師

のこれまでの働き方を見直し，教師が我が国の学校教育の蓄積と向かい合って自らの授

業を磨くとともに日々の生活の質や教職人生を豊かにすることで，自らの人間性や創造

性を高め，教師としての自信と誇りを持って子供たちに対して効果的な教育活動を行う

ことができるようになることです。 

この法律は，学校における働き方改革を進めるための総合的な取組の一環として，文

部科学省が本年１月に策定した「公立学校の教師の勤務時間の上限に関するガイドライ

ン」を法的根拠のある「指針」に格上げするとともに，休日の「まとめ取り」のため，

一年単位の変形労働時間制を各地方公共団体の判断により条例で選択的に活用できる

ようにするものであり，文部科学省としては今後とも，必要な制度改正や条件整備をは

じめとして，学校と社会の連携の起点・つなぎ役として前面に立ち，取組を進めてまい

ります（参考１）。 

各教育委員会におかれては，「学校における働き方改革に関する取組の徹底について

（通知）」（平成 31 年３月 18 日 30 文科初第 1497 号文部科学事務次官通知）も踏まえ，

引き続き，学校における働き方改革を進めるために必要な取組の徹底をお願いします。 

各都道府県教育委員会におかれては，域内の市（指定都市を除く。以下同じ。）町村教

育委員会に対して，本件について周知を図るようお願いします。 

 

 

殿

， 
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記 

 

 

１．改正の趣旨  

 

 公立の義務教育諸学校等における働き方改革を推進するため，文部科学大臣が教育

職員の業務量の適切な管理等に関する指針を策定及び公表することとするとともに，

教育職員について，長期休業期間中の休日のまとめ取りのために労働基準法第 32 条の

４の規定による一年単位の変形労働時間制を条例により活用できるようにするもので

あること。 

 

２．改正の内容及び施行期日  

 

（１）休日のまとめ取りのための一年単位の変形労働時間制の活用 

    公立の義務教育諸学校等の教育職員について，長期休業期間中の休日のまとめ取

りのため，労働基準法第 32 条の４の規定による一年単位の変形労働時間制を条例に

より活用できるよう，地方公務員法第 58 条第３項の規定の適用について必要な読替

規定を定めること。（第５条関係） 

 

（２）教育職員の業務量の適切な管理等に関する指針の策定等 

  ① 文部科学大臣は，教育職員の健康及び福祉の確保を図ることにより学校教育の

水準の維持向上に資するため，教育職員が正規の勤務時間及びそれ以外の時間にお

いて行う業務の量の適切な管理その他教育職員の服務を監督する教育委員会が教育

職員の健康及び福祉の確保を図るために講ずべき措置に関する指針を定めるものと

すること。（第７条第１項関係） 

② 文部科学大臣は，①の指針を定め，又はこれを変更したときは，遅滞なく，こ

れを公表しなければならないものとすること。（第７条第２項関係） 

 

（３）施行期日 

   教育職員の業務量の適切な管理等に関する指針の策定等については令和２年４月

１日から，休日のまとめ取りのための一年単位の変形労働時間制の活用については

令和３年４月１日から施行すること。 

 

３．留意事項 

 

  この法律の施行に当たって留意すべき事項については，第５条関係と第７条関係

のそれぞれについて別途通知すること。 

特に第７条関係については，各地方公共団体において令和２年４月１日の施行日

から教育職員の業務の量の適切な管理等を行うよう，本年度中に各地方公共団体に

条例や教育委員会規則等の整備をお願いしたいと考えており，必要な準備を進めて

いただきたいこと。これに関して，文部科学省としては，令和２年１月を目途に条

例や教育委員会規則の例を示すこととしていること。 

また，第５条関係については，中央教育審議会で御議論いただいた上で，第７条

関係とは別途，文部科学省令や関係する指針の改正などについて示すこととしてい

ること。 
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【別添１】 公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置法の一部

を改正する法律 概要 

【別添２】 公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置法の一部

を改正する法律 条文 

【別添３】 公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置法の一部

を改正する法律 新旧対照表 

【別添４】 公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置法第５条

により読み替えられた地方公務員法第 58 条第３項による労働基準法第 32

条の４の読替え表 

【別添５】 公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置法の一部

を改正する法律案に対する附帯決議（衆議院文部科学委員会） 

【別添６】 公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置法の一部

を改正する法律案に対する附帯決議（参議院文教科学委員会） 

【参考１】 公立学校における働き方改革の推進（全体イメージ） 

【参考２】 超過勤務時間の上限に係る条例等とガイドラインの関係（イメージ） 

【参考３】 休日の「まとめ取り」による教職の魅力の向上 

 

 

 

担当：初等中等教育局財務課教育公務員係  

鞠子，中村，吉田 

TEL：03-5253-4111（代表）内線 2588 
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１． 一年単位の変形労働時間制の適用（第５条関係）については令和３年４月１日
２． 業務量の適切な管理等に関する指針の策定（第７条関係）については令和２年４月１日

趣 旨

概 要

公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置法の
一部を改正する法律の概要

※改正の内容

・ 一年単位の変形労働時間制を規定した労働基準法第３２条の４（地方公務員は地方公
務員法第５８条により適用除外）について、公立学校の教師に対して適用できるよう、地方
公務員法第５８条の読み替え規定を整備する。

・ その際、労働基準法において労使協定により定めることとされている事項（対象となる労
働者の範囲、対象期間、労働日ごとの労働時間 等）については、勤務条件条例主義を踏
まえ、条例により定めることと読み替える。

施 行 期 日

１．一年単位の変形労働時間制の適用（休日のまとめ取り等）【第５条関係】

２．業務量の適切な管理等に関する指針の策定【第７条関係】

○ 公立学校の教師が所定の勤務時間外に行う業務の多くが、超過勤務命令によらないもので
あること等を踏まえ、文部科学大臣は、公立学校の教師の健康及び福祉の確保を図ることに
より学校教育の水準の維持向上に資するため、教育職員の業務量の適切な管理等に関する
指針を定めるものとする。

公立の義務教育諸学校等における働き方改革を推進するため、教育職員について一年単
位の変形労働時間制を条例により実施できるようにするとともに、文部科学大臣が教育職員
の業務量の適切な管理等に関する指針を策定及び公表することとする。

○ 我が国の教師の業務は長時間化しており、近年の実態は極めて深刻。

○ 持続可能な学校教育の中で教育成果を維持し、向上させるためには、教師のこれまでの働
き方を見直し、子供たちに対して効果的な教育活動を行うことができるようにすることが急務。

○ このため、学校における働き方改革を推進するための総合的な方策の一環として、以下の
措置を講ずるよう、公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置法（給
特法）の一部を改正する。

○ 夏休み等児童生徒の長期休業期間の教師の業務の時間は、学期中よりも短くなる傾向。

○ 学期中の業務の縮減に加え、かつて行われていた夏休み中の休日のまとめ取りのように集
中して休日を確保すること等が可能となるよう、公立学校の教師については、地方公共団体
の判断により、一年単位の変形労働時間制の適用を可能とする（※）。
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公
立
の
義
務
教
育
諸
学
校
等
の
教
育
職
員
の
給
与
等
に
関
す
る
特
別
措
置
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律

公
立
の
義
務
教
育
諸
学
校
等
の
教
育
職
員
の
給
与
等
に
関
す
る
特
別
措
置
法
（
昭
和
四
十
六
年
法
律
第
七
十
七
号
）
の
一
部

を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
五
条
中
「
、
」
と
あ
る
の
は
「
」
の
下
に
「
第
三
十
二
条
の
四
第
一
項
中
「
当
該
事
業
場
に
、
労
働
者
の
過
半
数
で
組
織

す
る
労
働
組
合
が
あ
る
場
合
に
お
い
て
は
そ
の
労
働
組
合
、
労
働
者
の
過
半
数
で
組
織
す
る
労
働
組
合
が
な
い
場
合
に
お
い
て

は
労
働
者
の
過
半
数
を
代
表
す
る
者
と
の
書
面
に
よ
る
協
定
に
よ
り
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
定
め
た
と
き
は
」
と
あ
る
の
は
「

次
に
掲
げ
る
事
項
に
つ
い
て
条
例
に
特
別
の
定
め
が
あ
る
場
合
は
」
と
、
「
そ
の
協
定
」
と
あ
る
の
は
「
そ
の
条
例
」
と
、
「

当
該
協
定
」
と
あ
る
の
は
「
当
該
条
例
」
と
、
同
項
第
五
号
中
「
厚
生
労
働
省
令
」
と
あ
る
の
は
「
文
部
科
学
省
令
」
と
、
同

条
第
二
項
中
「
前
項
の
協
定
で
同
項
第
四
号
の
区
分
を
し
」
と
あ
る
の
は
「
前
項
第
四
号
の
区
分
並
び
に
」
と
、
「
を
定
め
た

と
き
は
」
と
あ
る
の
は
「
に
つ
い
て
条
例
に
特
別
の
定
め
が
あ
る
場
合
は
」
と
、
「
当
該
事
業
場
に
、
労
働
者
の
過
半
数
で
組

織
す
る
労
働
組
合
が
あ
る
場
合
に
お
い
て
は
そ
の
労
働
組
合
、
労
働
者
の
過
半
数
で
組
織
す
る
労
働
組
合
が
な
い
場
合
に
お
い

て
は
労
働
者
の
過
半
数
を
代
表
す
る
者
の
同
意
を
得
て
、
厚
生
労
働
省
令
」
と
あ
る
の
は
「
文
部
科
学
省
令
」
と
、
同
条
第
三

項
中
「
厚
生
労
働
大
臣
は
、
労
働
政
策
審
議
会
」
と
あ
る
の
は
「
文
部
科
学
大
臣
は
、
審
議
会
等
（
国
家
行
政
組
織
法
（
昭
和
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二
十
三
年
法
律
第
百
二
十
号
）
第
八
条
に
規
定
す
る
機
関
を
い
う
。
）
で
政
令
で
定
め
る
も
の
」
と
、
「
厚
生
労
働
省
令
」
と

あ
る
の
は
「
文
部
科
学
省
令
」
と
、
「
協
定
」
と
あ
る
の
は
「
条
例
」
と
、
同
法
」
を
加
え
、
「
同
項
」
を
「
同
法
第
三
十
二

条
の
四
第
一
項
か
ら
第
三
項
ま
で
及
び
第
三
十
三
条
第
三
項
」
に
改
め
、
「
、
」
と
、
「
」
の
下
に
「
か
ら
」
を
加
え
、
「
第

三
十
二
条
の
五
ま
で
、
」
を
「
、
第
三
十
二
条
の
三
の
二
、
第
三
十
二
条
の
四
の
二
、
第
三
十
二
条
の
五
、
」
に
改
め
る
。

第
六
条
第
一
項
中
「
第
三
項
」
の
下
に
「
及
び
次
条
第
一
項
」
を
加
え
る
。

本
則
に
次
の
一
条
を
加
え
る
。

（
教
育
職
員
の
業
務
量
の
適
切
な
管
理
等
に
関
す
る
指
針
の
策
定
等
）

第
七
条

文
部
科
学
大
臣
は
、
教
育
職
員
の
健
康
及
び
福
祉
の
確
保
を
図
る
こ
と
に
よ
り
学
校
教
育
の
水
準
の
維
持
向
上
に
資

す
る
た
め
、
教
育
職
員
が
正
規
の
勤
務
時
間
及
び
そ
れ
以
外
の
時
間
に
お
い
て
行
う
業
務
の
量
の
適
切
な
管
理
そ
の
他
教
育

職
員
の
服
務
を
監
督
す
る
教
育
委
員
会
が
教
育
職
員
の
健
康
及
び
福
祉
の
確
保
を
図
る
た
め
に
講
ず
べ
き
措
置
に
関
す
る
指

針
（
次
項
に
お
い
て
単
に
「
指
針
」
と
い
う
。
）
を
定
め
る
も
の
と
す
る
。

２

文
部
科
学
大
臣
は
、
指
針
を
定
め
、
又
は
こ
れ
を
変
更
し
た
と
き
は
、
遅
滞
な
く
、
こ
れ
を
公
表
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

附

則
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（
施
行
期
日
）

１

こ
の
法
律
は
、
令
和
三
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。
た
だ
し
、
次
項
の
規
定
は
公
布
の
日
か
ら
、
第
六
条
第
一
項
の
改

正
規
定
及
び
本
則
に
一
条
を
加
え
る
改
正
規
定
は
令
和
二
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

（
準
備
行
為
）

２

文
部
科
学
大
臣
は
、
こ
の
法
律
に
よ
る
改
正
後
の
公
立
の
義
務
教
育
諸
学
校
等
の
教
育
職
員
の
給
与
等
に
関
す
る
特
別
措

置
法
第
五
条
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用
す
る
地
方
公
務
員
法
（
昭
和
二
十
五
年
法
律
第
二
百
六
十
一
号
）
第
五
十
八

条
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用
す
る
労
働
基
準
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
四
十
九
号
）
第
三
十
二
条
の
四
第

三
項
の
文
部
科
学
省
令
を
定
め
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
こ
の
法
律
の
施
行
の
日
前
に
お
い
て
も
、
同
項
（
同
項
の
審
議
会
等

を
定
め
る
政
令
を
含
む
。
）
の
規
定
の
例
に
よ
り
、
当
該
政
令
で
定
め
る
審
議
会
等
の
意
見
を
聴
く
こ
と
が
で
き
る
。
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公
立
の
義
務
教
育
諸
学
校
等
の
教
育
職
員
の
給
与
等
に
関
す
る
特
別
措
置
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律

新
旧
対
照
表

○

公
立
の
義
務
教
育
諸
学
校
等
の
教
育
職
員
の
給
与
等
に
関
す
る
特
別
措
置
法
（
昭
和
四
十
六
年
法
律
第
七
十
七
号
）

（
傍
線
の
部
分
は
改
正
部
分
）

改

正

後

現

行

（
教
育
職
員
に
関
す
る
読
替
え
）

（
教
育
職
員
に
関
す
る
読
替
え
）

第
五
条

教
育
職
員
に
つ
い
て
は
、
地
方
公
務
員
法
第
五
十
八
条
第
三
項
本
文
中
「

第
五
条

教
育
職
員
に
つ
い
て
は
、
地
方
公
務
員
法
第
五
十
八
条
第
三
項
本
文
中
「

第
二
条
、
」
と
あ
る
の
は
「
第
三
十
二
条
の
四
第
一
項
中
「
当
該
事
業
場
に
、
労

第
二
条
、
」
と
あ
る
の
は
「
第
三
十
三
条
第
三
項
中
「
官
公
署
の
事
業
（
別
表
第

働
者
の
過
半
数
で
組
織
す
る
労
働
組
合
が
あ
る
場
合
に
お
い
て
は
そ
の
労
働
組
合

一
に
掲
げ
る
事
業
を
除
く
。
）
」
と
あ
る
の
は
「
別
表
第
一
第
十
二
号
に
掲
げ
る

、
労
働
者
の
過
半
数
で
組
織
す
る
労
働
組
合
が
な
い
場
合
に
お
い
て
は
労
働
者
の

事
業
」
と
、
「
労
働
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
る
」
と
あ
る
の
は
「
労
働
さ
せ
る
こ
と

過
半
数
を
代
表
す
る
者
と
の
書
面
に
よ
る
協
定
に
よ
り
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
定

が
で
き
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
公
務
員
の
健
康
及
び
福
祉
を
害
し
な
い
よ
う

め
た
と
き
は
」
と
あ
る
の
は
「
次
に
掲
げ
る
事
項
に
つ
い
て
条
例
に
特
別
の
定
め

に
考
慮
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
」
と
読
み
替
え
て
同
項
の
規
定
を
適
用
す
る
も
の

が
あ
る
場
合
は
」
と
、
「
そ
の
協
定
」
と
あ
る
の
は
「
そ
の
条
例
」
と
、
「
当
該

と
し
、
同
法
第
二
条
、
」
と
、
「
第
三
十
二
条
の
五
ま
で
」
と
あ
る
の
は
「
第
三

協
定
」
と
あ
る
の
は
「
当
該
条
例
」
と
、
同
項
第
五
号
中
「
厚
生
労
働
省
令
」
と

十
二
条
の
五
ま
で
、
第
三
十
七
条
」
と
、
「
第
五
十
三
条
第
一
項
」
と
あ
る
の
は

あ
る
の
は
「
文
部
科
学
省
令
」
と
、
同
条
第
二
項
中
「
前
項
の
協
定
で
同
項
第
四

「
第
五
十
三
条
第
一
項
、
第
六
十
六
条
（
船
員
法
第
八
十
八
条
の
二
の
二
第
四
項

号
の
区
分
を
し
」
と
あ
る
の
は
「
前
項
第
四
号
の
区
分
並
び
に
」
と
、
「
を
定
め

及
び
第
五
項
並
び
に
第
八
十
八
条
の
三
第
四
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む

た
と
き
は
」
と
あ
る
の
は
「
に
つ
い
て
条
例
に
特
別
の
定
め
が
あ
る
場
合
は
」
と

。
）
」
と
、
「
規
定
は
」
と
あ
る
の
は
「
規
定
（
船
員
法
第
七
十
三
条
の
規
定
に

、
「
当
該
事
業
場
に
、
労
働
者
の
過
半
数
で
組
織
す
る
労
働
組
合
が
あ
る
場
合
に

基
づ
く
命
令
の
規
定
中
同
法
第
六
十
六
条
に
係
る
も
の
を
含
む
。
）
は
」
と
、
同

お
い
て
は
そ
の
労
働
組
合
、
労
働
者
の
過
半
数
で
組
織
す
る
労
働
組
合
が
な
い
場

条
第
四
項
中
「
同
法
第
三
十
七
条
第
三
項
中
「
使
用
者
が
、
当
該
事
業
場
に
、
労

合
に
お
い
て
は
労
働
者
の
過
半
数
を
代
表
す
る
者
の
同
意
を
得
て
、
厚
生
労
働
省

働
者
の
過
半
数
で
組
織
す
る
労
働
組
合
が
あ
る
と
き
は
そ
の
労
働
組
合
、
労
働
者

令
」
と
あ
る
の
は
「
文
部
科
学
省
令
」
と
、
同
条
第
三
項
中
「
厚
生
労
働
大
臣
は

の
過
半
数
で
組
織
す
る
労
働
組
合
が
な
い
と
き
は
労
働
者
の
過
半
数
を
代
表
す
る

、
労
働
政
策
審
議
会
」
と
あ
る
の
は
「
文
部
科
学
大
臣
は
、
審
議
会
等
（
国
家
行

者
と
の
書
面
に
よ
る
協
定
に
よ
り
」
と
あ
る
の
は
「
使
用
者
が
」
と
、
同
法
」
と

政
組
織
法
（
昭
和
二
十
三
年
法
律
第
百
二
十
号
）
第
八
条
に
規
定
す
る
機
関
を
い

あ
る
の
は
「
同
法
」
と
読
み
替
え
て
同
条
第
三
項
及
び
第
四
項
の
規
定
を
適
用
す

う
。
）
で
政
令
で
定
め
る
も
の
」
と
、
「
厚
生
労
働
省
令
」
と
あ
る
の
は
「
文
部

る
も
の
と
す
る
。

科
学
省
令
」
と
、
「
協
定
」
と
あ
る
の
は
「
条
例
」
と
、
同
法
第
三
十
三
条
第
三

項
中
「
官
公
署
の
事
業
（
別
表
第
一
に
掲
げ
る
事
業
を
除
く
。
）
」
と
あ
る
の
は

「
別
表
第
一
第
十
二
号
に
掲
げ
る
事
業
」
と
、
「
労
働
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
る
」

と
あ
る
の
は
「
労
働
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
公
務
員
の

8
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健
康
及
び
福
祉
を
害
し
な
い
よ
う
に
考
慮
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
」
と
読
み
替
え

て
同
法
第
三
十
二
条
の
四
第
一
項
か
ら
第
三
項
ま
で
及
び
第
三
十
三
条
第
三
項
の

規
定
を
適
用
す
る
も
の
と
し
、
同
法
第
二
条
、
」
と
、
「
か
ら
第
三
十
二
条
の
五

ま
で
」
と
あ
る
の
は
「
、
第
三
十
二
条
の
三
の
二
、
第
三
十
二
条
の
四
の
二
、
第

三
十
二
条
の
五
、
第
三
十
七
条
」
と
、
「
第
五
十
三
条
第
一
項
」
と
あ
る
の
は
「

第
五
十
三
条
第
一
項
、
第
六
十
六
条
（
船
員
法
第
八
十
八
条
の
二
の
二
第
四
項
及

び
第
五
項
並
び
に
第
八
十
八
条
の
三
第
四
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。

）
」
と
、
「
規
定
は
」
と
あ
る
の
は
「
規
定
（
船
員
法
第
七
十
三
条
の
規
定
に
基

づ
く
命
令
の
規
定
中
同
法
第
六
十
六
条
に
係
る
も
の
を
含
む
。
）
は
」
と
、
同
条

第
四
項
中
「
同
法
第
三
十
七
条
第
三
項
中
「
使
用
者
が
、
当
該
事
業
場
に
、
労
働

者
の
過
半
数
で
組
織
す
る
労
働
組
合
が
あ
る
と
き
は
そ
の
労
働
組
合
、
労
働
者
の

過
半
数
で
組
織
す
る
労
働
組
合
が
な
い
と
き
は
労
働
者
の
過
半
数
を
代
表
す
る
者

と
の
書
面
に
よ
る
協
定
に
よ
り
」
と
あ
る
の
は
「
使
用
者
が
」
と
、
同
法
」
と
あ

る
の
は
「
同
法
」
と
読
み
替
え
て
同
条
第
三
項
及
び
第
四
項
の
規
定
を
適
用
す
る

も
の
と
す
る
。

（
教
育
職
員
の
正
規
の
勤
務
時
間
を
超
え
る
勤
務
等
）

（
教
育
職
員
の
正
規
の
勤
務
時
間
を
超
え
る
勤
務
等
）

第
六
条

教
育
職
員
（
管
理
職
手
当
を
受
け
る
者
を
除
く
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て

第
六
条

教
育
職
員
（
管
理
職
手
当
を
受
け
る
者
を
除
く
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て

同
じ
。
）
を
正
規
の
勤
務
時
間
（
一
般
職
の
職
員
の
勤
務
時
間
、
休
暇
等
に
関
す

同
じ
。
）
を
正
規
の
勤
務
時
間
（
一
般
職
の
職
員
の
勤
務
時
間
、
休
暇
等
に
関
す

る
法
律
（
平
成
六
年
法
律
第
三
十
三
号
）
第
五
条
か
ら
第
八
条
ま
で
、
第
十
一
条

る
法
律
（
平
成
六
年
法
律
第
三
十
三
号
）
第
五
条
か
ら
第
八
条
ま
で
、
第
十
一
条

及
び
第
十
二
条
の
規
定
に
相
当
す
る
条
例
の
規
定
に
よ
る
勤
務
時
間
を
い
う
。
第

及
び
第
十
二
条
の
規
定
に
相
当
す
る
条
例
の
規
定
に
よ
る
勤
務
時
間
を
い
う
。
第

三
項
及
び
次
条
第
一
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
を
超
え
て
勤
務
さ
せ
る
場
合
は
、
政

三
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
を
超
え
て
勤
務
さ
せ
る
場
合
は
、
政
令
で
定
め
る
基
準

令
で
定
め
る
基
準
に
従
い
条
例
で
定
め
る
場
合
に
限
る
も
の
と
す
る
。

に
従
い
条
例
で
定
め
る
場
合
に
限
る
も
の
と
す
る
。

２
・
３

（
略
）

２
・
３

（
略
）

（
教
育
職
員
の
業
務
量
の
適
切
な
管
理
等
に
関
す
る
指
針
の
策
定
等
）

（
新
設
）

第
七
条

文
部
科
学
大
臣
は
、
教
育
職
員
の
健
康
及
び
福
祉
の
確
保
を
図
る
こ
と
に

9
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よ
り
学
校
教
育
の
水
準
の
維
持
向
上
に
資
す
る
た
め
、
教
育
職
員
が
正
規
の
勤
務

時
間
及
び
そ
れ
以
外
の
時
間
に
お
い
て
行
う
業
務
の
量
の
適
切
な
管
理
そ
の
他
教

育
職
員
の
服
務
を
監
督
す
る
教
育
委
員
会
が
教
育
職
員
の
健
康
及
び
福
祉
の
確
保

を
図
る
た
め
に
講
ず
べ
き
措
置
に
関
す
る
指
針
（
次
項
に
お
い
て
単
に
「
指
針
」

と
い
う
。
）
を
定
め
る
も
の
と
す
る
。

２

文
部
科
学
大
臣
は
、
指
針
を
定
め
、
又
は
こ
れ
を
変
更
し
た
と
き
は
、
遅
滞
な

く
、
こ
れ
を
公
表
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

10
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○
公
立
の
義
務
教
育
諸
学
校
等
の
教
育
職
員
の
給
与
等
に
関
す
る
特
別
措
置
法
第
五
条
に
よ
り
読
み
替
え
ら
れ
た
地
方
公
務
員
法
第
五
十
八

条
第
三
項
に
よ
る
労
働
基
準
法
第
三
十
二
条
の
四
の
読
替
え
表

労
働
基
準
法
第
三
十
二
条
の
四
（
読
替
え
後
）

労
働
基
準
法
第
三
十
二
条
の
四
（
読
替
え
前
）

第
三
十
二
条
の
四

使
用
者
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
に
つ
い
て
条
例

第
三
十
二
条
の
四

使
用
者
は
、
当
該
事
業
場
に
、
労
働
者
の
過
半

に
特
別
の
定
め
が
あ
る
場
合
は
、
第
三
十
二
条
の
規
定
に
か
か
わ

数
で
組
織
す
る
労
働
組
合
が
あ
る
場
合
に
お
い
て
は
そ
の
労
働
組

ら
ず
、
そ
の
条
例
で
第
二
号
の
対
象
期
間
と
し
て
定
め
ら
れ
た
期

合
、
労
働
者
の
過
半
数
で
組
織
す
る
労
働
組
合
が
な
い
場
合
に
お

間
を
平
均
し
一
週
間
当
た
り
の
労
働
時
間
が
四
十
時
間
を
超
え
な

い
て
は
労
働
者
の
過
半
数
を
代
表
す
る
者
と
の
書
面
に
よ
る
協
定

い
範
囲
内
に
お
い
て
、
当
該
条
例
（
次
項
の
規
定
に
よ
る
定
め
を

に
よ
り
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
定
め
た
と
き
は
、
第
三
十
二
条
の

し
た
場
合
に
お
い
て
は
、
そ
の
定
め
を
含
む
。
）
で
定
め
る
と
こ

規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
そ
の
協
定
で
第
二
号
の
対
象
期
間
と
し
て

ろ
に
よ
り
、
特
定
さ
れ
た
週
に
お
い
て
同
条
第
一
項
の
労
働
時
間

定
め
ら
れ
た
期
間
を
平
均
し
一
週
間
当
た
り
の
労
働
時
間
が
四
十

又
は
特
定
さ
れ
た
日
に
お
い
て
同
条
第
二
項
の
労
働
時
間
を
超
え

時
間
を
超
え
な
い
範
囲
内
に
お
い
て
、
当
該
協
定
（
次
項
の
規
定

て
、
労
働
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
る
。

に
よ
る
定
め
を
し
た
場
合
に
お
い
て
は
、
そ
の
定
め
を
含
む
。
）

で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
特
定
さ
れ
た
週
に
お
い
て
同
条
第
一

項
の
労
働
時
間
又
は
特
定
さ
れ
た
日
に
お
い
て
同
条
第
二
項
の
労

働
時
間
を
超
え
て
、
労
働
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
る
。

一

こ
の
条
の
規
定
に
よ
る
労
働
時
間
に
よ
り
労
働
さ
せ
る
こ
と

一

こ
の
条
の
規
定
に
よ
る
労
働
時
間
に
よ
り
労
働
さ
せ
る
こ
と

が
で
き
る
こ
と
と
さ
れ
る
労
働
者
の
範
囲

が
で
き
る
こ
と
と
さ
れ
る
労
働
者
の
範
囲

二

対
象
期
間
（
そ
の
期
間
を
平
均
し
一
週
間
当
た
り
の
労
働
時

二

対
象
期
間
（
そ
の
期
間
を
平
均
し
一
週
間
当
た
り
の
労
働
時

間
が
四
十
時
間
を
超
え
な
い
範
囲
内
に
お
い
て
労
働
さ
せ
る
期

間
が
四
十
時
間
を
超
え
な
い
範
囲
内
に
お
い
て
労
働
さ
せ
る
期

間
を
い
い
、
一
箇
月
を
超
え
一
年
以
内
の
期
間
に
限
る
も
の
と

間
を
い
い
、
一
箇
月
を
超
え
一
年
以
内
の
期
間
に
限
る
も
の
と

す
る
。
以
下
こ
の
条
及
び
次
条
に
お
い
て
同
じ
。
）

す
る
。
以
下
こ
の
条
及
び
次
条
に
お
い
て
同
じ
。
）

三

特
定
期
間
（
対
象
期
間
中
の
特
に
業
務
が
繁
忙
な
期
間
を
い

三

特
定
期
間
（
対
象
期
間
中
の
特
に
業
務
が
繁
忙
な
期
間
を
い

う
。
第
三
項
に
お
い
て
同
じ
。
）

う
。
第
三
項
に
お
い
て
同
じ
。
）

四

対
象
期
間
に
お
け
る
労
働
日
及
び
当
該
労
働
日
ご
と
の
労
働

四

対
象
期
間
に
お
け
る
労
働
日
及
び
当
該
労
働
日
ご
と
の
労
働

時
間
（
対
象
期
間
を
一
箇
月
以
上
の
期
間
ご
と
に
区
分
す
る
こ

時
間
（
対
象
期
間
を
一
箇
月
以
上
の
期
間
ご
と
に
区
分
す
る
こ

と
と
し
た
場
合
に
お
い
て
は
、
当
該
区
分
に
よ
る
各
期
間
の
う

と
と
し
た
場
合
に
お
い
て
は
、
当
該
区
分
に
よ
る
各
期
間
の
う

ち
当
該
対
象
期
間
の
初
日
の
属
す
る
期
間
（
以
下
こ
の
条
に
お

ち
当
該
対
象
期
間
の
初
日
の
属
す
る
期
間
（
以
下
こ
の
条
に
お

い
て
「
最
初
の
期
間
」
と
い
う
。
）
に
お
け
る
労
働
日
及
び
当

い
て
「
最
初
の
期
間
」
と
い
う
。
）
に
お
け
る
労
働
日
及
び
当

該
労
働
日
ご
と
の
労
働
時
間
並
び
に
当
該
最
初
の
期
間
を
除
く

該
労
働
日
ご
と
の
労
働
時
間
並
び
に
当
該
最
初
の
期
間
を
除
く
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- 2 -

各
期
間
に
お
け
る
労
働
日
数
及
び
総
労
働
時
間
）

各
期
間
に
お
け
る
労
働
日
数
及
び
総
労
働
時
間
）

五

そ
の
他
文
部
科
学
省
令
で
定
め
る
事
項

五

そ
の
他
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
事
項

２

使
用
者
は
、
前
項
第
四
号
の
区
分
並
び
に
当
該
区
分
に
よ
る
各

２

使
用
者
は
、
前
項
の
協
定
で
同
項
第
四
号
の
区
分
を
し
当
該
区

期
間
の
う
ち
最
初
の
期
間
を
除
く
各
期
間
に
お
け
る
労
働
日
数
及

分
に
よ
る
各
期
間
の
う
ち
最
初
の
期
間
を
除
く
各
期
間
に
お
け
る

び
総
労
働
時
間
に
つ
い
て
条
例
に
特
別
の
定
め
が
あ
る
場
合
は
、

労
働
日
数
及
び
総
労
働
時
間
を
定
め
た
と
き
は
、
当
該
各
期
間
の

当
該
各
期
間
の
初
日
の
少
な
く
と
も
三
十
日
前
に
、
文
部
科
学
省

初
日
の
少
な
く
と
も
三
十
日
前
に
、
当
該
事
業
場
に
、
労
働
者
の

令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
当
該
労
働
日
数
を
超
え
な
い
範
囲

過
半
数
で
組
織
す
る
労
働
組
合
が
あ
る
場
合
に
お
い
て
は
そ
の
労

内
に
お
い
て
当
該
各
期
間
に
お
け
る
労
働
日
及
び
当
該
総
労
働
時

働
組
合
、
労
働
者
の
過
半
数
で
組
織
す
る
労
働
組
合
が
な
い
場
合

間
を
超
え
な
い
範
囲
内
に
お
い
て
当
該
各
期
間
に
お
け
る
労
働
日

に
お
い
て
は
労
働
者
の
過
半
数
を
代
表
す
る
者
の
同
意
を
得
て
、

ご
と
の
労
働
時
間
を
定
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
当
該
労
働
日
数
を
超

え
な
い
範
囲
内
に
お
い
て
当
該
各
期
間
に
お
け
る
労
働
日
及
び
当

該
総
労
働
時
間
を
超
え
な
い
範
囲
内
に
お
い
て
当
該
各
期
間
に
お

け
る
労
働
日
ご
と
の
労
働
時
間
を
定
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

３

文
部
科
学
大
臣
は
、
審
議
会
等
（
国
家
行
政
組
織
法
（
昭
和
二

３

厚
生
労
働
大
臣
は
、
労
働
政
策
審
議
会
の
意
見
を
聴
い
て
、
厚

十
三
年
法
律
第
百
二
十
号
）
第
八
条
に
規
定
す
る
機
関
を
い
う
。

生
労
働
省
令
で
、
対
象
期
間
に
お
け
る
労
働
日
数
の
限
度
並
び
に

）
で
政
令
で
定
め
る
も
の
の
意
見
を
聴
い
て
、
文
部
科
学
省
令
で

一
日
及
び
一
週
間
の
労
働
時
間
の
限
度
並
び
に
対
象
期
間
（
第
一

、
対
象
期
間
に
お
け
る
労
働
日
数
の
限
度
並
び
に
一
日
及
び
一
週

項
の
協
定
で
特
定
期
間
と
し
て
定
め
ら
れ
た
期
間
を
除
く
。
）
及

間
の
労
働
時
間
の
限
度
並
び
に
対
象
期
間
（
第
一
項
の
条
例
で
特

び
同
項
の
協
定
で
特
定
期
間
と
し
て
定
め
ら
れ
た
期
間
に
お
け
る

定
期
間
と
し
て
定
め
ら
れ
た
期
間
を
除
く
。
）
及
び
同
項
の
条
例

連
続
し
て
労
働
さ
せ
る
日
数
の
限
度
を
定
め
る
こ
と
が
で
き
る
。

で
特
定
期
間
と
し
て
定
め
ら
れ
た
期
間
に
お
け
る
連
続
し
て
労
働

さ
せ
る
日
数
の
限
度
を
定
め
る
こ
と
が
で
き
る
。

４

（
略
）

４

（
略
）
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公
立
の
義
務
教
育
諸
学
校
等
の
教
育
職
員
の
給
与
等
に
関
す
る
特
別
措
置
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
案
に
対
す
る
附
帯
決
議 

  

政
府
及
び
関
係
者
は
、
本
法
の
施
行
に
当
た
っ
て
は
、
次
の
事
項
に
つ
い
て
特
段
の
配
慮
を
す
べ
き
で
あ
る
。 

 

一 

本
法
第
七
条
の
指
針
（
以
下
「
指
針
」
と
い
う
。
）
に
お
い
て
、
公
立
学
校
の
教
育
職
員
の
い
わ
ゆ
る
「
超
勤
四
項
目
」
以
外
の
業
務
の

時
間
も
含
め
た
「
在
校
等
時
間
」
の
上
限
に
つ
い
て
位
置
付
け
る
こ
と
。
ま
た
、
各
地
方
公
共
団
体
に
対
し
て
、
指
針
を
参
酌
し
た
上
で
、

条
例
・
規
則
等
に
お
い
て
教
育
職
員
の
在
校
等
時
間
の
上
限
に
つ
い
て
定
め
る
よ
う
求
め
る
こ
と
。
服
務
監
督
権
者
で
あ
る
教
育
委
員
会

及
び
校
長
は
、
Ｉ
Ｃ
Ｔ
等
を
活
用
し
客
観
的
に
在
校
等
時
間
を
把
握
す
る
と
と
も
に
、
勤
務
時
間
の
記
録
が
公
務
災
害
認
定
の
重
要
な
資

料
と
な
る
こ
と
か
ら
、
公
文
書
と
し
て
そ
の
管
理
・
保
存
に
万
全
を
期
す
こ
と
。 

 

二 

指
針
に
お
い
て
在
校
等
時
間
の
上
限
を
定
め
る
に
当
た
っ
て
は
、
教
育
職
員
が
そ
の
上
限
時
間
ま
で
勤
務
す
る
こ
と
を
推
奨
す
る
も
の

で
は
な
い
こ
と
、
ま
た
、
自
宅
等
に
お
け
る
持
ち
帰
り
業
務
時
間
が
増
加
す
る
こ
と
の
な
い
よ
う
、
服
務
監
督
権
者
で
あ
る
教
育
委
員
会

及
び
校
長
に
対
し
、
通
知
等
に
よ
り
そ
の
趣
旨
を
明
確
に
示
す
こ
と
。
併
せ
て
、「
児
童
生
徒
等
に
係
る
臨
時
的
な
特
別
の
事
情
」
を
特
例

的
な
扱
い
と
し
て
指
針
に
定
め
る
場
合
は
、
例
外
的
か
つ
突
発
的
な
場
合
に
限
定
さ
れ
る
こ
と
を
周
知
徹
底
す
る
こ
と
。 

 

三 

服
務
監
督
権
者
で
あ
る
教
育
委
員
会
及
び
校
長
は
、
教
育
職
員
の
健
康
及
び
福
祉
を
確
保
す
る
観
点
か
ら
、
学
校
規
模
に
か
か
わ
ら
ず
、

労
働
安
全
衛
生
法
に
よ
る
ス
ト
レ
ス
チ
ェ
ッ
ク
の
完
全
実
施
に
努
め
る
と
と
も
に
、
優
先
す
べ
き
教
育
活
動
を
見
定
め
た
上
で
、
適
正
な

業
務
量
の
設
定
と
校
務
分
掌
の
分
担
等
を
実
施
す
る
こ
と
に
よ
り
、
教
育
職
員
の
在
校
等
時
間
の
縮
減
に
取
り
組
む
こ
と
。
ま
た
、
政
府

は
、
そ
の
実
現
に
向
け
十
分
な
支
援
を
行
う
こ
と
。 
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四 

政
府
は
、
一
年
単
位
の
変
形
労
働
時
間
制
の
導
入
の
前
提
と
し
て
、
現
状
の
教
育
職
員
の
長
時
間
勤
務
の
実
態
改
善
を
図
る
と
と
も
に
、

そ
の
導
入
の
趣
旨
が
、
学
校
に
お
け
る
働
き
方
改
革
の
推
進
に
向
け
て
、
一
年
単
位
の
変
形
労
働
時
間
制
を
活
用
し
た
長
期
休
業
期
間
等

に
お
け
る
休
日
の
ま
と
め
取
り
で
あ
る
こ
と
を
明
確
に
示
す
こ
と
。
ま
た
、
長
期
休
業
期
間
に
お
け
る
大
会
を
含
む
部
活
動
や
研
修
等
の

縮
減
を
図
る
と
と
も
に
、
指
針
に
以
下
の
事
項
を
明
記
し
、
地
方
公
共
団
体
や
学
校
が
制
度
を
導
入
す
る
場
合
に
遵
守
す
る
よ
う
、
文
部

科
学
省
令
に
規
定
し
周
知
徹
底
す
る
こ
と
。 

 

１ 

指
針
に
お
け
る
在
校
等
時
間
の
上
限
と
部
活
動
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
を
遵
守
す
る
こ
と
。 

 

２ 

所
定
の
勤
務
時
間
の
延
長
は
、
長
期
休
業
期
間
中
等
の
業
務
量
の
縮
減
に
よ
っ
て
確
実
に
確
保
で
き
る
休
日
の
日
数
を
考
慮
し
て
、

年
度
当
初
や
学
校
行
事
等
で
業
務
量
が
特
に
多
い
時
期
に
限
定
す
る
こ
と
。 

 

３ 

所
定
の
勤
務
時
間
を
通
常
よ
り
延
長
し
た
日
に
、
当
該
延
長
を
理
由
と
し
た
授
業
時
間
や
部
活
動
等
の
新
た
な
業
務
を
付
加
し
な
い

こ
と
に
よ
り
、
在
校
等
時
間
の
増
加
を
招
く
こ
と
の
な
い
よ
う
留
意
す
る
こ
と
。
な
お
、
超
勤
四
項
目
と
し
て
臨
時
又
は
緊
急
の
や
む

を
得
な
い
必
要
が
あ
る
と
き
に
行
わ
れ
る
も
の
を
除
き
、
職
員
会
議
や
研
修
等
に
つ
い
て
は
、
通
常
の
所
定
の
勤
務
時
間
内
で
行
わ
れ

る
よ
う
に
す
る
こ
と
。 

 

４ 

所
定
の
勤
務
時
間
を
縮
小
す
る
日
は
、
勤
務
時
間
の
短
縮
で
は
な
く
勤
務
時
間
の
割
り
振
ら
れ
な
い
日
と
し
て
、
長
期
休
業
期
間
中

等
に
一
定
期
間
集
中
し
て
設
定
で
き
る
よ
う
に
す
る
こ
と
。 

 

５ 

教
育
職
員
の
終
業
時
刻
か
ら
始
業
時
刻
ま
で
の
間
に
、
一
定
時
間
以
上
の
継
続
し
た
休
息
時
間
を
確
保
す
る
勤
務
間
イ
ン
タ
ー
バ
ル

の
導
入
に
努
め
る
こ
と
。 

 

６ 

一
年
単
位
の
変
形
労
働
時
間
制
は
、
全
て
の
教
育
職
員
に
対
し
て
画
一
的
に
導
入
す
る
の
で
は
な
く
、
育
児
や
介
護
を
行
う
者
、
そ

の
他
特
別
の
配
慮
を
要
す
る
者
な
ど
個
々
の
事
情
に
応
じ
て
適
用
す
る
こ
と
。 
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五 

一
年
単
位
の
変
形
労
働
時
間
制
を
導
入
す
る
場
合
は
、
連
続
労
働
日
数
原
則
六
日
以
内
、
労
働
時
間
の
上
限
一
日
十
時
間
・
一
週
間
五

十
二
時
間
、
労
働
日
数
の
上
限
年
間
二
百
八
十
日
等
と
さ
れ
て
い
る
労
働
基
準
法
施
行
規
則
の
水
準
に
沿
っ
て
文
部
科
学
省
令
を
定
め
る

こ
と
。
ま
た
、
対
象
期
間
及
び
対
象
期
間
の
労
働
日
数
と
労
働
日
ご
と
の
労
働
時
間
等
に
つ
い
て
は
、
事
前
に
教
育
職
員
に
明
示
す
る
必

要
が
あ
る
こ
と
を
周
知
徹
底
す
る
と
と
も
に
、
一
年
単
位
の
変
形
労
働
時
間
制
の
導
入
は
、
地
方
公
務
員
法
第
五
十
五
条
第
一
項
及
び
第

九
項
の
対
象
で
あ
る
こ
と
に
つ
い
て
、
通
知
等
に
よ
る
適
切
な
指
導
・
助
言
を
行
う
こ
と
。 

 

六 

学
校
に
お
け
る
働
き
方
改
革
に
関
す
る
総
合
的
な
方
策
を
取
り
ま
と
め
た
平
成
三
十
一
年
一
月
の
中
央
教
育
審
議
会
答
申
の
実
現
に
向

け
て
、
国
・
都
道
府
県
・
市
区
町
村
・
地
域
・
学
校
が
一
体
と
な
っ
て
取
り
組
む
こ
と
。
特
に
、
教
育
委
員
会
は
、
答
申
内
容
の
実
現
を
学

校
任
せ
に
せ
ず
、
自
ら
が
主
体
と
な
っ
て
学
校
に
お
け
る
働
き
方
改
革
を
強
力
に
推
進
す
る
こ
と
。
ま
た
、
国
及
び
地
方
公
共
団
体
は
、

「
教
員
採
用
試
験
の
倍
率
低
下
」
や
「
教
員
不
足
」
と
い
っ
た
課
題
を
解
決
す
る
た
め
の
対
策
に
万
全
を
期
す
こ
と
。
併
せ
て
、
国
は
、
抜

本
的
な
教
職
員
定
数
の
改
善
、
サ
ポ
ー
ト
ス
タ
ッ
フ
や
部
活
動
指
導
員
の
配
置
拡
充
を
は
じ
め
と
し
た
環
境
整
備
の
た
め
の
財
政
的
な
措

置
を
講
ず
る
こ
と
。 

 

七 

政
府
は
、
教
育
職
員
の
負
担
軽
減
を
実
現
す
る
観
点
か
ら
、
部
活
動
を
学
校
単
位
か
ら
地
域
単
位
の
取
組
と
し
、
学
校
以
外
の
主
体
が

担
う
こ
と
に
つ
い
て
検
討
を
行
い
、
早
期
に
実
現
す
る
こ
と
。 

 

八 

教
育
職
員
の
崇
高
な
使
命
と
職
責
の
重
要
性
に
鑑
み
、
教
職
に
優
秀
な
人
材
を
確
保
す
る
観
点
か
ら
、
人
材
確
保
法
の
理
念
に
沿
っ
た

教
育
職
員
の
処
遇
の
改
善
を
図
る
こ
と
。 

 

九 

三
年
後
を
目
途
に
教
育
職
員
の
勤
務
実
態
調
査
を
行
っ
た
上
で
、
本
法
そ
の
他
の
関
係
法
令
の
規
定
に
つ
い
て
検
討
を
加
え
、
そ
の
結

果
に
基
づ
き
所
要
の
措
置
を
講
ず
る
こ
と
。 
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公
立
の
義
務
教
育
諸
学
校
等
の
教
育
職
員
の
給
与
等
に
関
す
る
特
別
措
置
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
案
に
対
す
る 

附
帯
決
議 

令

和

元

年

十

二

月

三

日 
 

参

議

院

文

教

科

学

委

員

会

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

政
府
及
び
関
係
者
は
、
本
法
の
施
行
に
当
た
り
、
次
の
事
項
に
つ
い
て
特
段
の
配
慮
を
す
べ
き
で
あ
る
。  

 

一
、
本
法
第
七
条
の
指
針
（
以
下
「
指
針
」
と
い
う
。
）
に
お
い
て
、
公
立
学
校
の
教
育
職
員
の
い
わ
ゆ
る
「
超
勤
四
項
目
」

以
外
の
業
務
の
時
間
も
含
め
た
「
在
校
等
時
間
」
の
上
限
に
つ
い
て
位
置
付
け
る
こ
と
。
ま
た
、
各
地
方
公
共
団
体
に
対
し

て
、
指
針
を
参
酌
し
た
上
で
、
条
例
・
規
則
等
そ
の
も
の
に
教
育
職
員
の
在
校
等
時
間
の
上
限
時
間
数
を
定
め
る
よ
う
求
め

る
こ
と
。 

 

二
、
服
務
監
督
権
者
で
あ
る
教
育
委
員
会
及
び
校
長
は
、
Ｉ
Ｃ
Ｔ
等
を
活
用
し
客
観
的
に
在
校
等
時
間
を
把
握
す
る
と
と
も
に
、

勤
務
時
間
の
記
録
が
公
務
災
害
認
定
の
重
要
な
資
料
と
な
る
こ
と
か
ら
、
公
文
書
と
し
て
そ
の
管
理
・
保
存
に
万
全
を
期
す

こ
と
。
ま
た
、
政
府
は
、
各
地
方
公
共
団
体
が
労
働
安
全
衛
生
法
に
基
づ
い
て
、
勤
務
時
間
の
自
己
申
告
で
は
な
く
、
客
観

的
な
把
握
が
で
き
る
よ
う
に
す
る
た
め
の
財
政
措
置
を
拡
充
す
る
こ
と
。 

 

三
、
指
針
に
お
い
て
在
校
等
時
間
の
上
限
を
定
め
る
に
当
た
っ
て
は
、
教
育
職
員
が
そ
の
上
限
時
間
ま
で
勤
務
す
る
こ
と
を
推

奨
す
る
も
の
で
は
な
い
こ
と
、
併
せ
て
、
「
児
童
生
徒
等
に
係
る
臨
時
的
な
特
別
の
事
情
」
を
特
例
的
な
扱
い
と
し
て
指
針

に
定
め
る
場
合
は
、
例
外
的
か
つ
突
発
的
な
場
合
に
限
定
さ
れ
る
こ
と
に
つ
い
て
周
知
徹
底
す
る
こ
と
。
ま
た
、
上
限
時
間

を
守
ら
せ
る
た
め
に
、
自
宅
等
に
お
け
る
持
ち
帰
り
業
務
時
間
が
増
加
す
る
こ
と
は
あ
っ
て
は
な
ら
な
い
こ
と
、
そ
も
そ
も
、

持
ち
帰
り
業
務
時
間
を
減
ら
す
こ
と
が
求
め
ら
れ
る
こ
と
に
つ
い
て
指
針
に
明
記
す
る
こ
と
。
加
え
て
、
服
務
監
督
権
者
で

あ
る
教
育
委
員
会
及
び
校
長
に
対
し
て
、
持
ち
帰
り
業
務
の
縮
減
の
た
め
に
実
態
把
握
に
努
め
る
よ
う
求
め
る
こ
と
。 
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四
、
服
務
監
督
権
者
で
あ
る
教
育
委
員
会
及
び
校
長
は
、
教
育
職
員
の
健
康
及
び
福
祉
を
確
保
す
る
観
点
か
ら
、
学
校
規
模
に

か
か
わ
ら
ず
、
労
働
安
全
衛
生
法
に
よ
る
ス
ト
レ
ス
チ
ェ
ッ
ク
の
完
全
実
施
に
努
め
る
と
と
も
に
、
優
先
す
べ
き
教
育
活
動

を
見
定
め
た
上
で
、
適
正
な
業
務
量
の
設
定
と
校
務
分
掌
の
分
担
等
を
実
施
す
る
こ
と
に
よ
り
、
教
育
職
員
の
在
校
等
時
間

の
縮
減
に
取
り
組
む
こ
と
。
ま
た
、
政
府
は
、
そ
の
実
現
に
向
け
十
分
な
支
援
を
行
う
こ
と
。 

 

五
、
政
府
は
、
一
年
単
位
の
変
形
労
働
時
間
制
の
導
入
が
教
育
職
員
の
健
康
及
び
福
祉
の
確
保
を
図
り
、
業
務
縮
減
を
し
た
上

で
、
学
校
の
長
期
休
業
期
間
中
等
に
休
日
を
与
え
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
い
る
こ
と
か
ら
、
地
方
公
共
団
体
が
そ
の
目
的
に

限
っ
て
条
例
で
定
め
る
こ
と
が
で
き
る
旨
を
文
部
科
学
省
令
に
規
定
す
る
こ
と
。 

 

六
、
政
府
は
、
一
年
単
位
の
変
形
労
働
時
間
制
を
活
用
し
た
長
期
休
業
期
間
中
等
の
休
日
の
ま
と
め
取
り
導
入
の
前
提
要
件
と

し
て
、
指
針
に
以
下
の
事
項
を
明
記
し
、
地
方
公
共
団
体
や
学
校
が
制
度
を
導
入
す
る
場
合
に
遵
守
す
る
よ
う
、
文
部
科
学

省
令
に
規
定
し
周
知
徹
底
す
る
こ
と
。
ま
た
、
導
入
す
る
学
校
が
こ
の
前
提
要
件
が
遵
守
さ
れ
て
い
る
か
に
つ
い
て
、
各
教

育
委
員
会
が
十
全
に
確
認
す
る
こ
と
。 

１ 

指
針
に
お
け
る
在
校
等
時
間
の
上
限
と
部
活
動
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
を
遵
守
す
る
こ
と
。 

２ 

長
期
休
業
期
間
中
等
に
お
け
る
大
会
を
含
む
部
活
動
や
研
修
等
の
縮
減
を
図
る
こ
と
。 

３ 

所
定
の
勤
務
時
間
の
延
長
は
、
長
期
休
業
期
間
中
等
の
業
務
量
の
縮
減
に
よ
っ
て
確
実
に
確
保
で
き
る
休
日
の
日
数
を

考
慮
し
て
、
年
度
当
初
や
学
校
行
事
等
で
業
務
量
が
特
に
多
い
時
期
に
限
定
す
る
こ
と
。 

４ 

所
定
の
勤
務
時
間
を
通
常
よ
り
延
長
し
た
日
に
、
当
該
延
長
を
理
由
と
し
た
授
業
時
間
や
部
活
動
等
の
新
た
な
業
務
を

付
加
し
な
い
こ
と
に
よ
り
、
在
校
等
時
間
の
増
加
を
招
く
こ
と
の
な
い
よ
う
留
意
す
る
こ
と
。
な
お
、
超
勤
四
項
目
と
し

て
臨
時
又
は
緊
急
の
や
む
を
得
な
い
必
要
が
あ
る
と
き
に
行
わ
れ
る
も
の
を
除
き
、
職
員
会
議
や
研
修
等
に
つ
い
て
は
、

通
常
の
所
定
の
勤
務
時
間
内
で
行
わ
れ
る
よ
う
に
す
る
こ
と
。 

５ 

所
定
の
勤
務
時
間
を
縮
小
す
る
日
は
、
勤
務
時
間
の
短
縮
で
は
な
く
勤
務
時
間
の
割
り
振
ら
れ
な
い
日
と
し
て
、
長
期

休
業
期
間
中
等
に
一
定
期
間
集
中
し
た
学
校
閉
庁
日
と
し
て
設
定
で
き
る
よ
う
に
す
る
こ
と
。 

６ 

教
育
職
員
の
終
業
時
刻
か
ら
始
業
時
刻
ま
で
の
間
に
、
一
定
時
間
以
上
の
継
続
し
た
休
息
時
間
で
あ
る
勤
務
間
イ
ン
タ
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ー
バ
ル
を
確
保
す
る
こ
と
。 

７ 

一
年
単
位
の
変
形
労
働
時
間
制
は
、
全
て
の
教
育
職
員
に
対
し
て
画
一
的
に
導
入
す
る
の
で
は
な
く
、
育
児
や
介
護
を

行
う
者
、
そ
の
他
特
別
の
配
慮
を
要
す
る
者
な
ど
個
々
の
事
情
に
応
じ
て
適
用
す
る
こ
と
。 

 

七
、
一
年
単
位
の
変
形
労
働
時
間
制
を
導
入
す
る
場
合
は
、
連
続
労
働
日
数
原
則
六
日
以
内
、
労
働
時
間
の
上
限
一
日
十
時
間

・
一
週
間
五
十
二
時
間
、
労
働
日
数
の
上
限
年
間
二
百
八
十
日
等
と
さ
れ
て
い
る
労
働
基
準
法
施
行
規
則
の
水
準
に
沿
っ
て

文
部
科
学
省
令
を
定
め
る
こ
と
。
ま
た
、
対
象
期
間
及
び
対
象
期
間
の
労
働
日
数
と
労
働
日
ご
と
の
労
働
時
間
等
に
つ
い
て

は
、
事
前
に
教
育
職
員
に
明
示
す
る
必
要
が
あ
る
こ
と
を
周
知
徹
底
す
る
と
と
も
に
、
一
年
単
位
の
変
形
労
働
時
間
制
の
導

入
は
、
地
方
公
務
員
法
第
五
十
五
条
第
一
項
及
び
第
九
項
の
対
象
で
あ
る
こ
と
に
つ
い
て
、
通
知
等
に
よ
る
適
切
な
指
導
・

助
言
を
行
う
こ
と
。 

 

八
、
政
府
は
、
本
法
及
び
本
法
に
よ
っ
て
定
め
ら
れ
る
文
部
科
学
省
令
、
指
針
に
逸
脱
し
た
運
用
の
防
止
策
と
し
て
、
教
育
職

員
か
ら
の
勤
務
条
件
に
関
す
る
措
置
要
求
や
苦
情
処
理
制
度
と
は
別
に
、
教
育
職
員
等
か
ら
の
文
部
科
学
省
や
教
育
委
員
会

へ
の
相
談
窓
口
を
設
け
る
よ
う
促
す
こ
と
。 

 

九
、
学
校
に
お
け
る
働
き
方
改
革
に
関
す
る
総
合
的
な
方
策
を
取
り
ま
と
め
た
平
成
三
十
一
年
一
月
の
中
央
教
育
審
議
会
答
申

の
実
現
に
向
け
て
、
国
・
都
道
府
県
・
市
区
町
村
・
地
域
・
学
校
が
一
体
と
な
っ
て
取
り
組
む
こ
と
。
特
に
、
教
育
委
員
会

は
、
答
申
内
容
の
実
現
を
学
校
任
せ
に
せ
ず
、
自
ら
が
主
体
と
な
っ
て
学
校
に
お
け
る
働
き
方
改
革
を
強
力
に
推
進
す
る
こ

と
。
ま
た
、
国
及
び
地
方
公
共
団
体
は
、
「
教
員
採
用
試
験
の
倍
率
低
下
」
や
「
教
員
不
足
」
と
い
っ
た
課
題
を
解
決
す
る

た
め
の
対
策
に
万
全
を
期
す
こ
と
。
併
せ
て
、
国
は
、
抜
本
的
な
教
職
員
定
数
の
改
善
、
サ
ポ
ー
ト
ス
タ
ッ
フ
や
部
活
動
指

導
員
の
配
置
拡
充
を
は
じ
め
と
し
た
環
境
整
備
の
た
め
の
財
政
的
な
措
置
を
講
ず
る
こ
と
。 

 

十
、
政
府
は
、
教
育
職
員
の
負
担
軽
減
を
実
現
す
る
観
点
か
ら
、
部
活
動
を
学
校
単
位
か
ら
地
域
単
位
の
取
組
と
し
、
学
校
以

外
の
主
体
が
担
う
こ
と
に
つ
い
て
検
討
を
行
い
、
早
期
に
実
現
す
る
こ
と
。 
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十
一
、
教
育
職
員
の
崇
高
な
使
命
と
職
責
の
重
要
性
に
鑑
み
、
教
職
に
優
秀
な
人
材
を
確
保
す
る
観
点
か
ら
、
人
材
確
保
法
の

理
念
に
沿
っ
た
教
育
職
員
の
処
遇
の
改
善
を
図
る
こ
と
。 

 

十
二
、
三
年
後
を
目
途
に
教
育
職
員
の
勤
務
実
態
調
査
を
行
っ
た
上
で
、
本
法
そ
の
他
の
関
係
法
令
の
規
定
に
つ
い
て
抜
本
的

な
見
直
し
に
向
け
た
検
討
を
加
え
、
そ
の
結
果
に
基
づ
き
所
要
の
措
置
を
講
ず
る
こ
と
。 

 

右
決
議
す
る
。 
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学校における働き方改革の目的
教師が我が国の学校教育の蓄積と向かい合って自らの授業を磨くとともに日々の生活の質や教職人生を
豊かにすることで、自らの人間性や創造性を高め、子供たちに対して効果的な教育活動を行うことができる
ようになること

公立学校における働き方改革の推進（全体イメージ）

教師の勤務の長時間化の現状と要因

教員勤務実態調査（平成２８年度）の結果等から、長時間勤務の要因を分析 〔前回平成18年度調査〕

小学校：57時間29分〔53時間16分〕 中学校：63時間20分〔58時間06分〕
平成18年度調査に比べて学内勤務時間が増加した理由
①若手教師の増加、②総授業時数の増加（小学校：1.3コマ増、中学校：1コマ増）、③中学校における部活動時間の増加（平日7分、土日1時間3分)

教諭の１週間当たりの学内勤務時間
（※持ち帰りは含まない）

学校における働き方改革の実現に向け、着実に施策を展開

☑ 上限ガイドライン
（月45時間、年360時間等）

☑ 学校・教師の業務の適正化
・ 何が教師の仕事かについての社会に
おける共有（大臣メッセージ、プロモー
ション動画等）

・ 部活動ガイドライン、学校給食費徴収・
管理ガイドライン、留守番電話の設置

・ 校長の勤務時間管理の職務と責任の
共有（『やさしい！勤務時間管理講座』
動画）
・ 労働安全衛生管理の徹底

☑ 学校における条件整備
・ 教職員定数の改善

・ 部活動指導員、スクール･サポート・ス
タッフなど専門スタッフ・外部人材の活用

☑ 休日の「まとめ取り」の推進
・ 学校における働き方改革の推進に向けた
夏季等の長期休業期間における学校の業
務の適正化について（令和元年6月28日付
け通知）

☑ 改革サイクルの確立
・ 改革の取組状況を市町村ごとに把握し公表、効果的な事例の横展開

☑ 中央教育審議会における更なる検討
・ 義務教育９年間を見通した教育課程、教員免許、教職員配置の一体的検討

（平成31年4月17日に中教審に諮問）

ガイドラインを「指針」に格上げし、
在校等時間の縮減の実効性を強化

法改正
地方公共団体の判断により、休日の
「まとめ取り」導入ができるよう、一年
単位の変形労働時間制の適用を可
能に（選択的導入）

●勤務条件条例主義（ただし、地方公務員法第55条第１項
の職員団体による交渉や同条第９項の協定の対象事項）

●一年単位の変形労働時間制導入に伴う労働法制上の枠
組み（連続労働日数は原則６日以内、労働時間の上限は
１日10時間・１週間52時間、労働日数の上限は年間280日、
時間外労働の上限は１箇月42時間・年間320時間等）
●すべての教師に対して画一的に導入するのではなく、
個々の事情を踏まえて適用

●「指針」や部活動ガイドラインの遵守、インターバルの導入
など、勤務時間を延長しても在校等時間が増加しない仕
組み
●長期休業期間中の業務量の縮減促進

○ 学校における働き方改革の中教審答申から３年後（令和４年）を目途に勤務実態状況調査
を実施

○ 中長期的な課題として、公立学校の教師に関する労働環境について、給特法等の法制的な
枠組みを含め、必要に応じて検討を実施

法改正 ※骨太方針2019に記載
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超過勤務時間の上限に係る条例等とガイドラインの関係（イメージ）
＜超過勤務時間の上限に関する規定について＞
○民間企業等：労働基準法で、原則として月45時間、年360時間と規定（※１）

○国家公務員：人事院規則で、原則として月45時間、年360時間と規定（※２）

○地方公務員：条例及びそれに基づく人事委員会規則等で、国家公務員の
措置等を踏まえて規定

（※１）臨時的な特別な事情がある場合、年720時間、単月100時間未満（休日労働含む）、複数月
平均80時間（休日労働含む）を限度として設定。

（※２）他律的業務の比重の高い部署においては月100時間、年720時間等。大規模災害への対応等真
にやむを得ない場合は上限を超えることができ、上限を超えた場合は事後的に検証。（人事院「平成30
年8月公務員人事管理に関する報告」）

超過勤務時間の
上限ガイドライン
（H31.1決定）
対象範囲

月45時間
年360時間

（時間）
超過勤務
時間の上限

超過勤務命令に基づかない
自主的・自発的勤務

超過勤務命令に基づく勤務
（超勤４項目のみ）

教員（※３）以外の地方公務員
（※３）給特法第２条に定める教育職員

（管理職手当を受ける者を除く）

超過勤務命令に基づく勤務

教員（※３）

今回の給特法改正法

・給特法においてガイドラインを「指針」に格上げ

・服務監督権者である教育委員会としての責務を果たす観点
から、本指針を参考にして各地方公共団体において所管の
公立学校の教師の勤務時間の上限に関する方針等を教育
委員会規則等として定め、条例等で根拠づけ（文部科学
省から条例モデル案を提示）

罰則なし

罰則なし

罰則なし

罰則あり

21

ota-yoshida
テキスト ボックス
参考２




○ 上限ガイドライン（指針）における
所定勤務時間外の「在校等時間」の
上限の目安時間

（一年単位の変形労働時間制を導入した場合）

月４２時間以内、年３２０時間以内

（※児童生徒等に係る臨時的な特別の事情により
勤務せざるを得ない場合は、月１００時間未満、
年７２０時間以内等）

○ 上限ガイドライン（指針）における
所定勤務時間外の「在校等時間」の
上限の目安時間

月４５時間以内、年３６０時間以内

（※児童生徒等に係る臨時的な特別の事情により
勤務せざるを得ない場合は、月１００時間未満、
年７２０時間以内等）

○ 勤務時間外の「在校等時間」（現状）

・小学校：月約５９時間、年約８００時間
・中学校：月約８１時間、年約１,１００時間

※「在校等時間」：
いわゆる「超勤４項目」以外の業務を行う時間を含めて
校内に在校している時間を基本とし、これに校外での
業務の時間等を加えた時間

休日の「まとめ取り」による教職の魅力の向上

◆業務の削減に向けた総合的な取組の徹底と併せて、一年単位の変形労働時間制の選択的導入を可能とする。

☑ 学校週６日制の頃（～平成13年度）は、土曜日の勤務をまとめて年間14～20日分程度、夏休み等に休日として「まとめ取り」。

☑ しかし、学校週５日制の完全実施（平成14年度～）により、教師も土曜日は休みになったため、「まとめ取り」は廃止。

☑ 「まとめ取り」は教職の魅力の一つであり、現在、先行して年休取得等により夏休みに10日間の休日の「まとめ取り」（前後の
土日を合わせると16連休）を実施している岐阜市では臨時的任用の希望者が増加するなどの効果。

＜導入のイメージ（小学校の場合）＞

※ 「（上限）ガイドラインが、上限の目安時間まで教師等が在校等したうえで勤務することを推奨する趣旨ではなく…他の長時間勤務の削減方策と
併せて取り組まれるべき」と上限ガイドライン上明記。
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学校行事等で業務量の多い時期（4月, 
6月, 10月,11月の一部）の所定の勤務
時間を週当たり３時間増

３時間×１３週＝３９時間（約５日分）

：休日の「まとめ取り」(５日間)（８月に５日）
：上記に加え、年休を年間１１日間取得
（８月に５日、１２月・３月に各３日）

（320時間）

現状

上限ガイドライン（指針）の
遵守に向けた業務の削減

業務を削減した上で、
休日の「まとめ取り」の導入
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